「輸出戻し税」は多国籍企業への補助金
【東京土建63回大会・税金対策資料】
はじめに…ばく大な「輸出戻し税」の規模

いわゆる「輸出戻し税」は消費税の還付金の一部です。消費税の還付金の総額は年間3兆円にも上り、消費税の年間税収（国税・地方税）13兆円のうち4分の1近くが還付されている計算です。そのうちトヨタなど輸出大企業上位10社だけで1兆円もの還付金を受け取っています（別表参照）。
　日本の消費税は仕入控除方式をとっており、事業者は、売上で受け取った消費税（5％）から仕入で支払った消費税（5％）を差し引いて、残りを納付することになっています。ですから事業用資産の購入などで支払った消費税が受け取った消費税より大きくなった場合は、その差額が還付されます。

そして輸出取引については最終消費地が国外であることから、ゼロ税率が適用され、受け取る消費税がゼロとなり、仕入でかかった消費税が全額、国庫から戻されるしくみになっています。
１．消費税の3つの特徴…戦時の税金、輸出補助金、徴収義務のない税金

（１）平時には必要のない「戦時の巨大な財政支出を賄う税金」
付加価値税（消費税）は、もともとローマ帝国が50万人の軍隊の戦争費用として導入したのが始まりです。現代ではドイツが第一次世界大戦の賠償のために復活させたのを契機に、第二次世界大戦時に各国に広がりました。つまり、「平時には必要のない税金」であり、本来、消費税などなくても、所得や資産などへの課税で十分に国の財政は賄えるのです。
「日本は財政赤字なので消費税が必要なのでは？」…そんなことはありません。財政赤字は大企業の仕事を作るために費やされました。景気が回復したら大企業から戻してもらうべきものです。導入以来20年間、消費税収は大企業の減税と輸出戻し税にほぼ全額が使われました。「国家財政への実収入がない」もので廃止しても何の問題もない税金です。
（２）「輸出戻し税」は戦後、輸出促進のために生み出された「輸出補助金」
　輸出戻し税は、戦後、日本やドイツに比べて産業復興が遅れたフランスが、輸出促進のためにひねり出した方式で、理屈付けのために「仕入控除方式」を導入しました。消費税制度のないアメリカは、輸出戻し税は「輸出補助金」でありGATT協定（関税と貿易に関する一般協定）違反だと批判しています。
（３）消費税は「徴収義務（者）のない税金」

　消費税の負担者は消費者で、納税義務者は事業者です。しかし、「徴収義務者」は存在しません。つまり「とっても、とらなくてもいい」のが消費税という税金で、そのため「とれない、もらえない」事業者も発生することになります。当然、消費税は「預り金」ではなく「商品価格（物価）の一部」というのが正しい見解になります。
※1990年に東京地裁、大阪地裁でそれぞれ原告（消費者）の「預り金」という主張を退けて、国税庁の主張を認めた判決が確定しています。東京地裁平成２年３月２６日判決、平成元年（ワ）第５１９４号損害賠償請求事件、大阪地裁平成２年１１月２６日判決、平成元年（ワ）第５１８０号損害賠償請求事件。
２．「輸出戻し税」はなぜ不当か…輸出大企業には「消費税は儲かる税金」
（１）非課税でも戻しは輸出のみ…最大の不公平税制

　日本の消費税法では、医療費や住宅家賃、行政手数料など消費税を請求できない非課税取引や、国外取引、保険金、共済金などの不課税取引とされる、課税取引に該当しない取引も少なくありません。しかし、ゼロ税率が適用されて「戻し税」が還付されるのは輸出取引のみで、輸出以外の取引では事業者が仕入分の消費税を負担しています。これは輸出企業だけへの特別扱いであり、不公平な税制の最たるものと言えます。
（２）消費税導入以来、輸出企業は消費税を1円も払わず、貰いつづけている

　そもそも、大企業は価格形成力があり消費税を消費者に全額転嫁できるため、自身が負担することはありません。さらにトヨタのように仕入が売上の8割を超える企業では、売上のうち輸出が25％以上になると、税額計算の上では還付される消費税のほうが大きくなります。実際、トヨタなど輸出大企業は消費税導入以来、消費税を支払ったことは一度もなく、還付金をもらう一方です。
（３）しかも仕入先には、実質的に払っていない
　1989年の消費税導入以来、大企業は下請単価を切り下げることで仕入れにかかる消費税を実質的には支払っていません。トヨタは2000年から2003年に下請単価を30％切り下げ、2008年までに1兆6400億円を削減しました。この削減額は、2008年3月決算時の最高利益2兆2703億円の72.2％を占めます。2009年には3400億円の過去最大の下請単価切り下げを打ち出し、新型プリウスでは下請け企業に25％のコストダウンが押し付けられました。こうした下請け単価の切り下げは、生産性向上や安価な原料調達の努力をはるかに超えるもので、労働者の非正規化だけでなく下請労働者の賃金の低下が大きく進行しました。2003年のトヨタ社員の平均年収は822万円、最終下請の零細企業（従業員1～3人）では5分の1の178万円とワーキングプアの水準まで低下しています（週刊東洋経済2007年2月24日号）。
　中小企業では消費税をもらえない業者が61.4％に上るなど（全商連「中小企業の営業調査2002年9月」）、低下した単価の名目上の消費税さえ値切られるケースが多いのが現状です。「国税庁の理屈が正しいのなら、消費税を払ってもらえない中小企業にも戻し税を還付すべきだ」（湖東税理士）という主張もあるほどです。
３．いくつかの疑問に答えて
（１）輸出先の外国人からは、消費税は貰えないのでは？

　消費税は商品価格の一部であり、輸出取引においても商品価格の引き上げで対応可能です。国内の非課税取引や不課税取引でも、仕入れの消費税分は「コストの一部」として、たとえば賃貸住宅では家賃に反映するなど、同様に対応されています。しかも輸出取引はその多くが国内で行われています。輸出以外の国内取引では外国人も消費税を負担しています。
（２）輸出品の価格を上げれば、国際競争力が低下するのでは？

そんなことはありません。日本の輸出企業は、ほとんどの主力商品で圧倒的な国際競争力を持っており、世界市場で高いシェア（※）を誇っています。それは、この間の円高で、輸出価格が約3割高くなっても揺るいでいないほどです。企業の内部留保は、99年から08年の10年間で倍増（209.9兆円⇒418.6兆円）しており、国際競争力は輸出戻し税や法人税減税の口実にはなりません。

※世界シェア＝ＤＶＤ66.3％、デジカメ60.4％、液晶テレビ43.4％、自動車33％（赤旗11/19）。
（３）財界が消費税増税を要求するのはなぜですか？

財界が消費税増税を要求するのは、自分の腹が痛まず、逆に儲かるからです。
①消費税は、大企業の場合は、消費者に全額転嫁できるため負担がない

②法人税減税の原資となり、輸出企業は戻し税という名の補助金が増える

③社会保障目的税になれば、企業の社会保険料負担が減る（基礎年金だけで3.6兆円減）ためです。

（４）社会保障の維持・拡充のためには消費税増税が避けられないのでは？

　そんなことは全くありません。大企業・金持ち減税を元に戻し、応分の負担をしてもらうだけで、消費税収とほぼ同額、10兆円以上の財源が確保できます。輸出戻し税を廃止すれば、消費税1％以上の収入増です。「不公平税制を正す会」は、軍事費などの削減も含めて最大20兆円の財源ができると試算しています。オバマ政権など、軍事費と大企業・富裕層という「2つの聖域」にメスを入れて、その財源を中低所得層減税と社会保障拡充にあてるのが世界の流れです。

※家計支援のために、庶民増税するのは日本だけの特徴（大企業中心政治）です。

４．消費税の廃止こそが不公平解決への道
　「輸出戻し税」の矛盾は、仕入控除方式という消費税の制度的な欠陥から発しています。同様に零細業者が単価をたたかれ売上に消費税を転嫁できず、身銭を切って納税しなければならない問題の原因もここにあります。
　こうした問題を解決するには、消費税という税制そのものを廃止するほかありません。私たちは、この欠陥だらけの不公平税制・消費税の廃止を強く求めるものです。
	【別表】０５年分、輸出上位１０社の輸出戻し税と還付金の試算

	湖東京至関東学院大学教授作成（単位：億円）

	会社名

総売上高

内輸出
売上高

輸出戻し
税　額（A）

国内売上に対し納税すべき消費税（B）

差引還付税額
（A）－（B）

 １　トヨタ自動車

101,918

65,125

2,665

374

2,291

 ２　日産自動車

38,955

29,294

1,266

68

1,198

 ３　本田技研工業

37,570

25,519

1,072

108

964

 ４　ソニー

31,795

22,574

1,152

26

1,126

 ５　松下電器産業

44,725

19,232

822

206

616

 ６　キャノン

24,814

19,156

837

64

773

 ７　東芝

32,574

15,310

659

133

526

 ８　マツダ

20,321

14,143

649

28

621

 ９　日立製作所

27,133

10,446

443

136

307

10　三菱重工業　

22,067

9,687

409

104

305

合  計
 
 
9,974
1,247
8,727


	（注1）各社の事業年度は05年4月1日～06年3月31日（ただしキャノンだけは05年1月1日～05年12月31日）  （注2）各社の総売上高は有価証券報告書により、内輸出売上高は各社のホームページなどによって調べた  （注3）各社の「輸出戻し税額」、「国内売上に対し納税すべき消費税」および「差引納税額」は地方消費税分を含め、5％として計算した  （注4）財務省主税局『平成17年度税制改正の要綱、租税および印紙収入予算の説明』によれば、05年度の還付見込税額は地方消費税分を含めおよそ3兆円と計算されている。したがって上位10社でおよそ還付見込み額3兆円の33％を占めていることになる 
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